
中小企業信用補完制度について
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中小企業庁金融課
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信用補完制度の概要
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予算措置
（損失補償）

予算措置
（出資金）

国

保険料 保証料

保険料率
・一般保証＝0.97%（平均）
・セーフティネット保証

＝0.41%

保証料率
・一般保証＝1.15%（平均）
・セーフティネット保証

＝概ね1.0%以下

保険金
（概ね８割を填補）

回収金
（回収金の概ね８割）

○民間金融機関からの借入の際に、信用保証協会が保証を行うことにより、中小企業者の信用力を補完。

保険金 （日本政策金融公庫） ６４％ （原資は国からの出資金） 民間金融機関 ２０％

融資額の８０％を保証

協会負担 １６％

融資額の２０％

保険金 （日本公庫） ８０％ （原資は国からの出資金）

融資額の１００％を保証

協会負担
４％

損失補償 １６％
（原資は国からの補助金)

一般保証
（８０％保証）
の負担割合

一般保証
（８０％保証）
の負担割合

セーフティネット保証
（１００％保証）
の負担割合

セーフティネット保証
（１００％保証）
の負担割合

民間金融機関
負担０％
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公的金融機関の利用状況公的金融機関の利用状況

全企業数（４２１．３万社）

中小企業者
約４２０．１万社、９９．７％

大企業
約１．２万社

０．３％

うち小規模企業
約３６６万社、８７％

うち、公的金融機関を利用する事業者

利用事業者数

政策
金融

公庫
（中小）

４．６万社

公庫
（国民）

９８万社

商工
中金

７．１万社

信用保証 １５４万社

※2011年度末時点。

○中小企業者４２０万社のうち、多数の事業者が公的金融機関を利用。

総務省「平成21年経済ｾﾝｻｽ基礎調査」再編加工

２
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279.3
〔90.8%〕 258.6

〔90.3%〕 238.2
〔89.9%〕

228.4 
〔89.7%〕

221.5
〔89.7%〕

224.4
〔90.2%〕

230.7
〔90.9%〕

227.1
〔91.3%〕

225.0
〔91.3%〕

220.4
〔90.9%〕

217.0
〔90.6%〕

214.2
〔90.5%〕

28.2
〔9.2%〕 27.6 

〔9.7%〕 26.8
〔10.1%〕 26.3

〔10.3%〕
25.5

〔10.3%〕

24.3
〔9.8%〕

23.0
〔9.1%〕

21.7
〔8.7%〕

21.3
〔8.7%〕

22.2
〔9.1%〕

22.5
〔9.4%〕

22.5
〔9.5%〕

41.5
〔13.5%〕

37.0
〔12.9%〕

33.2
〔12.5%〕

31.1
〔12.2%〕

29.7
〔12.0%〕

28.8
〔11.6%〕

29.3 
〔11.5%〕

29.4
〔11.8%〕

33.9
〔13.8%〕

35.9 
〔14.8%〕

35.1 
〔14.6%〕

34.4 
〔14.6%〕
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民間金融機関 公的金融機関（公庫・商工中金） 中小企業向け貸出のうち、

保証協会による保証付きの貸出

（兆円）

（備考） １．年度末の残高を記載（左目盛）。 ２．〔〕内は構成比。 ３．民間金融機関とは、国内銀行及び信用金庫の合計（個人向けや地方公共団体向けの貸出は除外）。

資料：日本銀行統計、連合会統計より中小企業庁作成

○中長期的には、中小企業向け貸出の全体額は縮小傾向にある。

○リーマンショックや大震災を経て、同貸付に占める公的金融機関のシェアは拡大傾向。

中小企業向け貸出の推移

民間金融機関と政府系金融機関の中小企業向け貸出の推移

～ 特別保証 ～
（1998年10月～2001年3月）

～ 緊急保証 ～
（2008年10月末～2011年3月）

～ 日本政策金融公庫発足 ～
～ 商工中金株式会社化 ～

（2008年10月）

～ 責任共有制度導入 ～
（2007年10月）

（年度）

３
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資本金 従業員数

製造業等（建設業、運送業、不動産業を含む） ３億円以下 ３００人以下

ゴム製品製造業
（自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業
並びに工業用ベルト製造業を除く）

３億円以下 ９００人以下

１億円以下 １００人以下

５千万円以下 ５０人以下

５千万円以下 １００人以下

ソフトウェア業
情報処理サービス業

３億円以下 ３００人以下

旅館業 ５千万円以下 ２００人以下

－ ３００人以下

業種

卸売業

小売業・飲食業

サービス業

医業を主たる事業とする法人

＜中小企業信用保険法第２条及び同施行令第１条２項により規定＞

※ただし、以下の業種は中小企業信用保険法施行令第１条１項の規定により、対象外。
一 農業
二 林業（素材生産及び素材生産サービス業を除く。）
三 漁業
四 金融・保険業（保険媒介代理業及び保険サービス業を除く。）

信用保証の利用対象者

○利用対象者は、下表の「資本金」または「常時使用する従業員数」のいずれか一方に該当する中小企業者。

４
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料率

信用区分
（ＣＲＤ）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

高リスク 中リスク 低リスク

1.90

1.75
1.55

1.35
1.15

1.00

0.60
0.45

1.69
1.51

1.33
1.15

0.97
0.79

0.61
0.43

0.25

0.80

平均保証料率
1.15％

平均保険料率
0.97％

※ ２０１１年４月より、保険料率のみ０．１％の料率引上げ（０．８７％→０．９７％）を実施

保証料率

保険料率

信用補完制度：料率の弾力化（９段階料率）

○２００６年４月より、中小企業者の信用リスクを考慮した９段階の料率体系を導入。

５
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ＣＲＤの概要ＣＲＤの概要

○ ＣＲＤ（クレジットリスクデータベース）とは

中小企業の信用リスクについて信頼性の高い評価を可能とするため、信用保証協会、政府系金融機関及び民間金融機関

等が有する中小企業の財務・非財務情報及びデフォルト情報を基にした「中小企業信用リスク情報データベース」であり、中小

企業の信用リスクの定量的評価に寄与。

※ 本データベースの構築・運用 ・・・ 一般社団法人ＣＲＤ協会

会員数
185会員（有料）（2012年4月1日現在）
（内訳：52信用保証協会、3政府系金融機関、

125民間金融機関、5格付機関等）

データの蓄積
債務者数 3,013千件（2012年10月末現在）
（内訳：法人2,020千件（うちデフォルトデータ294千件）

個人事業主993千件（うちデフォルトデータ141千件））

設立経緯

・2001年3月
中小企業の経営データ（財務・非財務データ及び

デフォルト情報）を集積する機関として、全国52の信
用保証協会を中心に任意団体「CRD運営協議会」と
して設立。
・2001年4月
システムの試行運用開始。

・2005年4月
有限責任中間法人として法人格取得、「CRD協会」

に。
・2009年6月
一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の

施行に伴い、「有限責任中間法人」から「一般社団
法人」に移行。

（ＣＲＤ協会の概要） （ＣＲＤの仕組み）

（出所：ＣＲＤ協会資料）

６
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（参考）信用保証協会の概要（参考）信用保証協会の概要

法人の形態 認可法人

設立根拠法 信用保証協会法（昭和28年8月10日法律第196号）

法人数 52協会
（各都道府県で47法人、市を単位として5法人（横浜、川崎、名古屋、岐阜、大阪））

職員数 6,145名（2012年3月末現在）

業務内容 中小企業者の借入に係る債務の保証

利用対象者 中小企業者
（商業、工業、鉱業、運送業、サービス業等）

利用者数 約154万社（2011年度末）

（中小企業者全体（約420万社）の約4割に相当）

保証債務残高
（金額・件数）

金額 34.4兆円（2011年度末）

件数 328.2万件（同上）

保証承諾実績
（金額・件数）

金額 11.6兆円（2011年度末）

件数 87.0万件（同上）

７
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○ 規制・制度改革に関する閣議決定事項に係るフォローアップ調査の結果（抜粋）

「規制・制度改革に係る追加方針」（抜粋）平成23年７月22日閣議決定

規制・制度改革に係る追加方針（平成23年７月22日 閣議決定）
における決定内容 所管

省庁
実施状況

番
号

規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要
実施
時期

３．農林・地域活性化分野

⑫ 農林水産業信用保証保
険制度と中小企業信用
保険制度の連携強化に
よる資金供給の円滑化

①民間活力の活用の趣旨を
踏まえ、農林水産省は基金協
会に対し、銀行等による利用
促進の方針を徹底する。その
ため、銀行等による基金協会
利用が進んでいない地域にお
いては、農林水産省は経済産
業省の協力を得て、地域金融
機関の取組状況の実態把握
を行う。

平成23
年度中
措置

農林
水産
省、
経済
産業
省

（農林水産省）
①農林水産省では、基金協会の役
員等が参集する全国会議（平成23
年６月20日「農業信用保険運営協
議会」)等に出席して、銀行等の一
層の利用促進を周知しており、今
後も機会ある毎に、こうした場を活
用しながら、農業者等の円滑な資
金調達に資するため引き続き利用
促進の方針を徹底する。
さらに、銀行等による基金協会利用
が進んでいない地域の金融機関の
取組状況について、経済産業省の
協力を得て、２月15日、16日及び３
月１日、２日に実態把握を行った。
（経済産業省）
①銀行等による基金協会利用が進
んでいない地域に対して、農林水
産省及び経済産業省が協力し、２
月15～16日、３月１～２日に地域金
融機関に対してヒアリングによる実
態調査を実施した。

右記①

・・閣議決定の内容
等に応じて対応が行
われ、事案そのもの
が既に解決したもの

【評価：○】
（平成24年6月29日
公表のフォローアッ
プ調査結果より）
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○ 規制・制度改革に関する閣議決定事項に係るフォローアップ調査の結果（抜粋）

「規制・制度改革に係る追加方針」（抜粋）平成23年７月22日閣議決定

規制・制度改革に係る追加方針（平成23年７月22日 閣議決定）
における決定内容 所管

省庁
実施状況

番
号

規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要
実施
時期

３．農林・地域活性化分野

⑫ 農林水産業信用保証保
険制度と中小企業信用
保険制度の連携強化に
よる資金供給の円滑化

②利用者の利便性向上の観
点から、審査ノウハウや事務
手続の向上を図るため、信用
保証協会と基金協会との合同
での研修の実施等を行う。

平成23
年度着
手、でき
る限り早
期に措
置

農林
水産
省、
経済
産業
省

（農林水産省、経済産業省）
②平成23年９月30日に基金協会の
管理実務担当者向けの研修会が
開催され、同研修会の中で、社団
法人全国信用保証協会連合会の
担当者を講師として、保証協会の
現状等を含めた研修を実施。今後、
一層の利用者の利便性の向上を図
る観点から、引き続きこうした研修
の場を活用し、互いのスキル向上
に資することとして参りたい。右記②

・・閣議決定の内容
等に応じて対応が行
われ、事案そのもの
が既に解決したもの

【評価：○】
（平成24年6月29日
公表のフォローアッ
プ調査結果より）
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○ 規制・制度改革に関する閣議決定事項に係るフォローアップ調査の結果（抜粋）

「規制・制度改革に係る追加方針」（抜粋）平成23年７月22日閣議決定

規制・制度改革に係る追加方針（平成23年７月22日 閣議決定）
における決定内容 所管

省庁
実施状況

番
号

規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要
実施
時期

３．農林・地域活性化分野

⑫ 農林水産業信用保証保
険制度と中小企業信用
保険制度の連携強化に
よる資金供給の円滑化

③農林水産省と経済産業省
は、両制度の対象となる業種
について事例集を作成し、事
業者や地域金融機関への周
知徹底を図る。また、信用保
証協会と基金協会は同一地
域に存在する両協会間での連
絡体制を構築し、一方の制度
で対象とならない場合は、相
互の協会に紹介を行う。さらに、
農林水産物の生産・加工・販
売を一気通貫で行う事業者に
対しては、金融機関と両協会
が連携の上、事業者の負担軽
減の観点を踏まえた事務手続
等の簡素化を図りつつ、生産
部分は基金協会、加工・販売
部分は信用保証協会と分担す
る等、円滑な保証引受けのた
めの体制を構築する。

平成23
年度着
手、でき
る限り早
期に措
置

農林
水産
省、
経済
産業
省

（農林水産省、経済産業省）
③上述のとおり実施した実態調査
による事例の収集等、他業態から
農業に参入した事例を含めて、両
制度の対象業種を明確にした事例
集を7月中に作成する予定であり、
同事例集を活用して利用者の利便
性が損なわれないように事業者や
金融機関等に周知徹底を図ってい
く。
さらに、農林水産物の生産・加工・
販売を一気通貫で行う事業者の負
担軽減等が図られるよう、基金協
会と保証協会間での連携強化を改
めて周知徹底する文書を、同事例
集作成後直ちに主務省から発出し、
一層の連携を図り利用者の利便性
確保に向けた円滑な保証引受のた
めの体制を構築する。

右記③

・・閣議決定のとおり
検討や論点整理が
行われたもの

【評価：△】
（平成24年10月4日
公表のフォローアッ
プ調査結果より）
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○ 規制・制度改革に関する閣議決定事項に係るフォローアップ調査の結果（抜粋）

「規制・制度改革に係る追加方針」（抜粋）平成23年７月22日閣議決定

規制・制度改革に係る追加方針（平成23年７月22日 閣議決定）
における決定内容 所管

省庁
実施状況

番
号

規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要
実施
時期

３．農林・地域活性化分野

⑫ 農林水産業信用保証保
険制度と中小企業信用
保険制度の連携強化に
よる資金供給の円滑化

④農林水産省が基金協会の
保証料率の見直し等の検討を
行うに当たり、経済産業省は、
中小保険の制度設計に関す
る情報提供を行う。

平成23
年度検
討開始、
平成24
年度中
に結論

農林
水産
省、
経済
産業
省

（農林水産省）
④農林水産省は基金協会の保証
料率の見直し等について、経済産
業省から中小企業ＣＲＤの制度設
計に関する情報提供を得つつ、保
険機関でもある独立行政法人農林
漁業信用基金の次期中期目標（平
成25年度～）とも連動させた上で、
平成23年度から関係機関と十分協
議し、平成24年度中に一定の結論
を得る。
（経済産業省）
④農林水産省が基金協会の保証
料率の見直し等の検討を行うに当
たり、経済産業省からは、中小企業
ＣＲＤの制度設計に関する情報提
供等を行う。

右記④

・・閣議決定のとおり
検討や論点整理が
行われたもの

【評価：△】
（平成24年10月4日
公表のフォローアッ
プ調査結果より）
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